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貧困計測の現段階
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1　はじめに

　貧困の計測問題は，Sen（1976）が発表されて以

来，少なからぬ経済学者の関心をよびおこした。

今日における議論は，貧困に関するいくつかの個

別指標をどのようにしてひとつの総合指標にまと

めあげるかという問題に集中しており，これまで

に多くの解決方法が提案されてきた。本稿の目的

は，貧困計測に関するこれまでの研究を展望し，

現在1）におけるその到達点を明らかにすることに

ある。

　まず次節においてどのような個別指標を取上げ

るべきかという問題を考察し，つづく第3～9節

において総合指標化の試みを紹介・整理する。第

10節ではケース・スタディに入る前に解決しな

ければならない技術的問題（ジニ係数の集計問題）

に触れ，第11節において戦後日本を例にとり貧

困の具体的計測を試みることにしたい。

2　貧困の個別指標

　貧困計測のために提案された指標（measure）を

以下では紹介し，その特徴および問題点を整理し

てみたい。まず貧困の個別指標を本節において取

上げる。

　いま社会はπ人で構成され，その所得分布〃は
　　〃＝（軍1，　2／2，　　畳，，，　霊ノη』，　1／7隠十1，　　9・●，　2ノπ）

で与えられていると想定しよう。ただし

　＊　この研究は，1981年度文部省科学研、究費（一般

B［545049コ）による研究「経済発展段階にともなう貧

困政策の変化」（研究代表者＝溝口敏行教授）の一部と

しておこなわれた。また本稿第10，11節のコンピュー

タ計算にあたって有田富美子さん（一橋大学経済研究

所助手）の助力を得た。記して謝意を表したい。

　1）　1981年6月現在。

　　写、≦〃2≦…≦働≦伽、≦…≦翫　　　（1）

である。すなわち所得順位が所得の低い人からつ

けられた所得分布を仮定する。また貧困線所得2

は所与であり，伽に等しいと仮定して分析を進

める。

　　z＝〃篇

すなわち貧困者は況人である。

　2．1　貧困者比率H

　貧困線が与えられたとき，まず問題となったの

は貧困者の数（How　many？）であった。その場合，

貧困者の絶対数7πよりもむしろ貧困者の全人口

に占める比：率（刎π）が問題となった。この比率（こ

こでは以下「貧困者比率」head－count　ratio，　E

と呼ぶ）が大きければ大きいほど貧困はより深刻

であると記述するのである。

　［公準H］　他の事情が等しいかぎり，貧困者比

率の増大は貧困指標の値を上昇させる。

　　∬＝刎π

　貧困者比率は，貧困の所在を最も簡明な指標で

示すものであり，ほとんどの貧困計測に使用され

てきた。今日においてもこの事情に変わりはない

（たとえばOrshansky（1965）（1966），　Abe1－Smith

＆Towllselld（1965），Chenery，θ孟αZ．（1974）など

をみよ）。日本においても生活保護率はこの貧困

者比率で測られており，人口千分率で表示されて

いる。

　指標πは，貧困の深度（How　lnuch？）を知ろう

とするときにはほとんど役にたたない。すなわち

貧困者のうちの1人がなんらかの事情によって所

得の低下を余儀なくされた場合，その者の窮迫度

は一層深刻になるというのが通常の事態である。



312 経　　済　　研　　究

したがってこのような場合，貧困の程度はより深

まったと記述することが貧困の指標に求められよ

う。しかるに指標Hはこのような揚合において

変化を示さない。

　指標Eはつぎのような所得移転が起こっても

変化を通常示さない。すなわち貧困者から非貧困

への所得移転とか，より所得の低い貧困者からよ

り所得の高い貧困者への所得移転とかがそれ，であ

る。このような場合も貧困の程度はいっそう深刻

化したと考えるべきではないだろうか。とくに所

得移転が相対的に所得の低い貧困者から所得の高

い貧困者の間でなされ，しかも相対的に所得の高

かった貧困者が所得移転後に貧困線所得を超える

所得を手にするような揚合，指標Eは低下して

しまって，求められている動きとはまったく正反

対の事実を示すことになる。

　このような問題点を克服するため，貧困の指標

が満たすべき条件としてつぎのようなふたつの公

準をSen（1976）は提立した。

　［単調性（1nonotonicity）の公準］他の事情が

等しいかぎり，貧困者の所得減は貧困指標の値を

上昇させるべきである。

　［逆進的移転（regressive　transfer）の公準］他

の事情が等しいかぎり，貧困者から所得の相対的

に高い者への所得移転（これを逆進的移転と呼ぶ）

は貧困指標の値を上昇させるべきである。

　貧困者比率丑はこれらのふたつの公準を満た

さない。これは前述したとおりである。したがっ

て指標πのみで貧困の程度を計測しようとして

も十分な情報はかならずしも得られない。

　2．2貧困ギャップ比率9

　指標∬の有する弱点すなわち貧困深度の計測

問題（How　much？）を解決する糸口はアメリカ合

衆国社会保障庁（Social　Security　Adnlinistra－

tion）によって与えられた。行政当局が知りたい

のは，貧困対策としてとりあえずどの程度の予算

が必要になるかということである。そのためには

貧困者の所得不足額（2一写∂に着目し，その総計
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をとればよい。社会保障庁は，この総計額を貧困

の指標として用いている。

　所得不足額の総計額は絶対額で示されている。

したがってそれは貧困線所得2の名目的水準から

独立でない。また総計額をとってしまったので，

それは貧困者数隅からも独立ではない。つまり

所得不足額の総計額は規準化がなされていない。

この難点を克服するため，Sen（1976）はつぎのよ

うな規準化を提案した。

　　　　れ　　9・＝Σ（2一蜜∂／（窩β）　　　　　　　（2）
　　　　¢耳1

指標9は，所得不足額の総計額をその最大値（貧

困者の所得がすべてぜロに等しい揚合）で除した

値である。ここでは，この指標9を「貧困ギャッ

プ比率」（poverty－gap　ratio）と呼ぶことにする。

　指標9は単調性の公準を満たしている。この

意味において，それは指標丑の有するひとつの

問題点を解決した。この点は指標9の長所であ

り，銘記されてよい。

　指標9は逆進的移転の公準をかならずしも満

たしていない。すなわち逆進的移転が貧困者相互

の間で行なわれ，移転後において双方がともに貧

困者にとどまる場合，9の値はかわらない。

　ただし貧困者同士の逆進的移転によって，移転

所得の受け手が非貧困者になる場合あるいは貧困

者から非貧困者への所得移転がなされ’る揚合，指

標9の値は上昇する。したがってこれらの場合

に関するかぎり指標9は逆進的移転の公準を満た

している。

　指標9はEの値（とくに，その分母πの値）と

独立に決まる。したがって9指標をもって指標∬

を代替させるわけにはいかない。両指標はそれぞ

れ，異なった貧困情報を提供するものである。

　このような点を考慮すると，指標瓦9をひと．

っの総合指標！（瓦9）にまとめあげることに意味

がないわけではない。ただし

　　轟〉・一諾〉・

である（この条件を満たす総合指標の例として

／（瓦9）＝璃～がある）。もっとも指標瓦9がと

もに逆進的移転の公準を満たさないので，それ’ら

■

δ

◎
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の総合指標／（瓦g）も移転の公準を満たすことに

はならない。

　2．3　ジニ係数σP

　貧困者のみの所得分布を〃pニ（肋，〃2，…，〃肌）と

表わそう。このとき分布恥のジニ係数（㍉は

　　　　　　　　　れ　　σP＝1＋1隅一2Σ（㎜十1－6）跳／（μP隅2）　（3）

　　　　　　　　　¢＝1

で与えられ，る。ここでμpは貧困者の平均所得で

ある。

　　　　　　　μP＝Σ跳伽　　　　　　　　　　（4）
　　　　名＝1

　指標σpは，貧困歯間で逆進的移転が行なわれ，

かつ当事者の双方が移転後も貧困者にとどまる場

合，移転の公準を満たすことになる。このような

指標σρの性質は，指標瓦9の問題点を克服す

るものであり，貧困情報として無視しえない。

　ただし相対的に低所得の貧困者から高所得の貧

困者へ所得移転がなされて後者が非貧困者になっ

てしまう揚合，あるいは貧困者から非貧困者への

所得移転が行なわれる場合，指標（ちはかならず

しも上昇しない。移転所得の出し手である貧困者

の所得が貧困者全体の平均所得を大きく上まわっ

ている場合には，そのような所得移転によって指

標σpはむしろ低下することがあるからにほかな

らない。たとえば〃p＝（1，1，1，2，3）という貧困者

の所得分布を想定し，2＝3と仮定する。このと

きσp＝0，25である。いま所得2の貧困者から所

得3の貧困者へ移転額1の所得移転が行なわれる

と〃p＝（1，1，1，1）と変化し，（ち＝0．00すなわち

傷は低下してしまう。また〃＝（0，0，8，12，16）

かつ2＝15と仮定すると，6Ip＝0．55である。こ

のとき所得12の貧困者から所得16の非貧困者へ

移転額4の所得移転がなされると，〃＝（0，0，8，8，

20）となり，θp＝0．50すなわち砺は低下してし

まって逆進的移転の公準を満たさない。

　さらに砺の値を知っても指標耳（2のそれぞ

れの値を知ることはできない。つまり指標」砿9，

σpはそれ．それ独自の貧困情報を有しているもの

の，いずれも単独では問題点をかかえており不十

分である。ただし，それぞれの指標の問題点は3

つの個別指標を同時に使用することによって克服
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　　　　　第1衷個別指標と公準の関係

　準H馨
　調性の公準

逆進的移転の公準

　　（i）　貧困者→非貧困者

　　（ii）　貧困者→貧困者＊

　　（iii）　貧困者→貧困者＊＊

O
x
×
×
×

x
O
○
×
○

×
×

×
○
×

注＝

○印，×印はそれぞれ公準を満たす場合，満たさない場合を表わす。

　＊印，＊＊印は移転によって所得の受け手が貧困線をそれぞれ越えな

い場合，越える場合を示している。

することが可能である（第1表参照）。つまり関数

ん（瓦（2，σP）は，特定化の仕方をうまく工夫する

ことによって公準H，単調性および逆進的移転

の公準の3つを満たすものとなりうる。実際，

Sen（1976）以後において試みられ，た貧困計測に関

する研究は，この特定化をめぐるものであったと

いえよう。

3　センの貧困指標

　関数んの特定化をはじめて試みたのはSen

（1976）である。本節ではその内容を紹介すること

にしよう。

　3．1　定義

　センの貧困指標瓦はつぎのように定義されて

いる。

　　　　　　　　　㎜
瓦一

i　　2
i十1）語（・一跳）（鵬＋・一・）

この式を瓦9，σpを用いて書きなおすと，

　　瓦＝H［1一（1－9）｛1一篇（｝P／（拠十1）｝］

となり，十分に大きい肌を想定すると，

　　鳥＝丑［9十（1－9）σP］

が得られる。通常，

（5）

（6）

　　　　　　　　　センの指標として貧困の計測

に利用されているのは（6）式で示された鳥であ

る。

　3．2公準体系

　センの貧困指標にはつぎに述べる4つの公準が

用意されている。

　［公準D］　貧困は，貧困者における所得不足額

の加重総額を規準化して計測される。
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　公準Dは貧困の程度についての一般的な定義

（definition）を与えるものであり2），貧困計測の

基礎を所得不足額（poverty　gap）に置いてい勢

したがってセンにおける貧困観念の中心に位置す

るものは，この公準Dに関するかぎり絶対的窮

乏感（absolute　suffering）であって相対的窮乏

感（relative　deprivation，たとえば貧困者の所得

跳を貧困線所得で除した値は，この相対的窮乏

感を表わしたひとつの指標であるといえよう）で

はない。

　貧困の指標をPとすると，Pは公準Dによっ

て

　　　　れ　　P＝且Σ窺（2一〃乞）＋丑　　　　　　　　（7）
　　　　蛋＝1

と書くことができる。ここで晦はウェートを表

わし，孟，Bは規準化のための定数である。

　セン轍窺を特定化するにあたってつぎのよう

な公準を提案した。

　［公準Rsコ　所得不足額につけるウェートは，貧

困者の上からの所得順位に等しい。

　公準R、にしたがうとき

　　吻＝視十1一ゼ　　　　　　　　　　　　　（8）

である。

　窮乏感は所得不足額が増大すると，その増大率

を凌ぐテンポで深められてゆくと考えてよいだろ

う3）。つまり競は所得不足額の大きい者ほど大

きい。センはこのように考えた上で，窺の特定

化に際して相対的窮乏感を重要視した。すなわち

貧困が他人との比較によって意識されるという側

面を否定するわけにはいかない。しかるに所得不

足額では二の側面をうまく表わせない。他人との

　2）　公準Dは指標私（2，σρを特殊例として含み

うる。「一般的」と断わったのはこのような意味にほ
かならない。すなわち〔7）式において競＝1／（z一駒），

・4＝1／π，B＝0とおけばP＝jHとなる。またω乞＝1，

五＝1ノ（ηz2），β＝0とおけばP＝（2が得られ，る。　さら

に卿乞＝（ηz十1一の，五罵2／（μP祝2），　13＝1－2／μ盛とお

けば，呪が十分目大きいとき．P＝σpとなる。

　3）脚注2）で指摘した瓦9の競に関する仮定
をみれば，それらが本文で述べた窮乏感の深まり方と

は異なっていることをおわかりいただ．けると思う。
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比較が最も簡単なのは所得順位である。したがっ

てそれを晦に用いることに恣意性は残るけれど

もとにかくわかりやすい。

　Sen（1979）はこのように主張して効用主義の考

え方（utilitariall　considerations）につぎのよう

な疑問を呈している。すなわち各人の効用がみず

からの所得水準のみに依存して決まる揚合，そこ

には他人との比較という観点の入りこむ余地はま

つだくない。この場合，貧困観念として欠かすこ

とのできない相対的窮乏感は等閑に付されてしま

う。これがセンの疑問である。

　定数五，Bの特定化に用いた公準はつぎのふた

つである。

　［公準No］　貧困者がひとりもいない詰合，貧困

の指標一Pはぜロに等しい。

　［公準N、］貧困者の所得がすべて等しい場合，

貧困の指標Pは刀ηに等しい。

　公準N、が想定している状況においては傷＝0

であり，瓦（2の両指標のみで貧困を計測しても

問題はない（2．3項の末尾をみよ）。センはそこで

ん（瓦（2，0）＝即と特定化した。この特定化には，

セン自身が承知しているように大きな恣意性が残

されている。Takayama（1979　a），　Thon（1979）の

研究は，この恣意性をゆるめたものであるという

ことができよう（後節参照）。

　他方，公準Noは規準化のための公準として誰

にでも容易にうけいれられるものである。なおセ

ン自身はB＝0をはじめから仮定しており，この

公準Noを明示していない。

　3．3特　　　徴

　センの貧困指標P、は，個別指標瓦9，σpを

（6）式に示したように総合化したものであり，個

別指標がそれぞれかかえていた問題点をほとんど

克服している。すなわち瓦θpと異なり，瓦は

単調性の公準を満たしている。さらにP8はπを

内包しているので，9，σpとちがって貧困者数

（How　many？）の変化に反応しないということは

ない。くわえて貧困者同士の逆進的な所得移転に

○

わ

●

ゆ
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よって当事者の双方が貧困者にとどまるかぎり，

瓦9と異なってP8は逆進的移転の公準を満た

している。したがってセンによる総合化の試みは

ほとんど完壁に近い。

　センの貧困指標は（5）式をみれば明らかなよう

に，その経済的意味も直観的に理解させることが

できる。また所得分布さえ与えられれば，その値

を計算することも容易である。ちなみに最近にお

ける貧困の計測を調べてみると，ほとんどの研究

において一P、が利用され，ている。

　センの貧困指標瓦と所得分布〃のジニ係数σ

との関係はつぎのようになっている。

　　σ＝2Σ（μ一〃乞）（％＋1一の／（μπ2）

　　　　乞＝1

ここでμは分布〃の平均所得である。

　　μ＝Σ跳／π

　　　乞＝1

（9）

（10）

（5）式と（9）式を比較してみよう。（5）式の隅（貧困

者数）をπ（全人口）にかえ，かつZ（貧困線所得）

をμに置きかえれば，十分に大きなπを想定す

るとき（9）式が得られる。あるいは（6）式において

H＝1，9＝0を代入してもよい。

　このようにセンの貧困指標は，不平等の指標で

あるジニ係数を貧困計測の枠組の中へ修正・転用

したものである。

　　　　　　　　　第1図

　　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　　　　B

累
積
所
得
比
率

0 　　　　　D
．累積人貝比率

A

C

K
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　センの貧困指標はこのような基本性格を備えて

いるので，ローレンツ曲線を用いて図示すること

ができる。第1図をみられ，たい。所得分布〃がロ

ーレンツ曲線OFBで与えられているとしよう。

このとき分布〃のジニ係数はローレンツ曲線OFB

と対角線OBに囲まれた部分の面積を三角形OAB

の面積で除したもので示される。他方，センの貧

困指標瓦は，斜線部の面積と三角形OFEの面積

の和を三角形ODJの面積で除したものに等し
㌔、4）。

　3．4　問　題　点

　センの貧困指標は以上に述べたように多くの長

所を有している。しかし問題点がないわけではな

、、o

　まず第1に，センの貧困指標はかれの提起した

逆進的移転の公準をかならずしも満たしていない。

すなわち貧困者同士の逆進的な所得移転によって

移転所得の受け手が非貧困者になってしまう場合，

そのような移転によってセンの貧困指標が上昇す

るよりもむしろ低下してしまうことがありうる。

一例を示そう。貧困者の所得分布防が（1，2，3，

4，5）であり，π＝10，F5．1であると想定すると，

一P、＝0．271である。いま移転額0．5の逆進的移転

が所得1の貧困者から所得5の貧困者べ行なわれ

たと仮定する。このとき飾は（0．5，2，3，4）と変

化し，一P、＝0．258となる（Thon（1979）参照）。こ

の例においては：最も恵まれない貧困者の所得が低

下したにもかかわらず，貧困の深刻度は弱まった

ということになってしまうので，センの貧困指標

はロールズ（J．Rawls）の公正規準をかならずしも

満たしていない。

　第2に，所得順位を変えないような逆進的移転

が第ゼ番目の貧困者から第（∫十1）番目の貧困者に

　4）　第1図における各点の座標を示すと，0（0，0），
A（1，0），B（1，1），　C（1，2／μ），　D（瓦0），　E（」弘

β珂μ），F（丑，　z1∫（1－9）／μ），　J（」弘2／μ）である。三角

形OFEの面積を三角形OEJの面積で割ると商は線
分FEと線分DJの比に等しく∬9と計算され’る。
他方σPは，ローレンツ曲線OFと線分OFに囲まれ
た部分の面積（面積Xとする）を三角形ODFの面積

で除したものに等しい。したがって面積Xを三角形
ODJで除した商はH（1－9）（％と計算される。
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なされる寄合センの貧困指標はゼのいかんにかか

わらず同じだけ変化する。たとえば〃p＝（1，3，5），

z＝9，π＝10とすると瓦＝2／9である。いま所得

1の者から所得3の者へ移転額1の所得移転がな

されると（ケースA），〃ρ＝（0，4，5）となりP8＝

（2／9）（41／40）と変わる。他方，所得3の者から所

得5の者へ同様の所得移転が行なわれると（ケー

スB），〃p＝（1，3，6）となるがP8＝（2／9）（41／40），

つまり変化分に関するかぎりケースAと同じであ

る。

　このような結果が導びかれるのは，．ウェートが

所得順位に等しく設定されている（公準R、をみ

よ）からにほかならない。貧困意識の相対性（他人

との比較）を徹底的に追求するとすれば，上述の

例においてはケースBよりもケースAの変化分を

大きくすべきであろう。公準R、はたしかに相対

的窮乏感に基礎を置いているものの，徹底性とい

う点で問題がないわけではない。

　第3に，センの貧困指標一P8’とジニ係数σの関

係はかならずしも直線的ではない。すなわち鵠→

πという操作をすれば乞→。。となる筈である。し

かるに乞→μとしないとセンの主張するような関

係はでてこない。つまり不平等の指標であるジニ

係数を貧困の測定に転用したものであるというセ

ンの主張は十分な説得力をかならずしも有してい

ない。

　Sen（1976）が発表され，た後における貧困計測に

関する研究は，主として以上に指摘した3つの問

題点をめぐって展開されたといえる。その内容に

ついては節を改めて論じることにしたい。その前

にBlackorby－Donaldson（1980）によって試みら

れたセンの貧困指標の再解釈および一般化につい

て言及することにしよう。

4　アナンドおよびプラッコビイ＝ドナルドソ

　ンの貢献

　4．1　センの貧困指標：再解釈

　Anand（1977，　p．9）は，センの貧困指標が所得

分布晦の均等分配等価所得翫（〃p）を用いて再定

式化できることを示唆している。ここで均等分配

等価所得（equally　distributed　equivalent　in一

Vo1．32　No．4

come）を知るためには社会評価関数研＝F（〃1，〃2，

…，〃彿）を導入しなければならない。社会評価関

数は分布〃pの不平等度が小さいほどその厚生水

準（welfare　leve1）は高いと評価するものである5）。

このとき

　　F（写θ，写θ，’”，忽θ）＝F（〃、，〃2，…，写m）　（11）

となるような所得水準を均等分配等価所得と呼

ぶ6）。すなわちそれは，問題にしている所得分布

〃pの社会厚生と同一の水準を完全均等分布で実

現させるとしたら各メンバーの所得はどの位にな

るかを示すものにほかならない。

　ジニ係数σpの背後に存在する社会評価関数は

つぎのように書けることが知られている（Sen
（1973b）をみよ）。

　　　　　　　　　　　　　研（〃P，σP）＝五＋BΣ伽＋1一奮）跳　　　（12）

　　　　　　　　　　¢＝1

ここで且，Bは定数であり，またB＞0である。

（11）（12）式を用いて写，＠p，σp）を求めると

　　駒（〃P，σP）一鵬（斎、）毒（祝＋・一の・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）

となる。

　Blackorby－Donaldson（1980）は（13）式を用い

てセンの貧困指標瓦を与える（5）式をつぎのよう

に書：きなおした。

　　1「』＝（ηz／π）［1－3ノ¢（〃p，θp）／乞］　　　　　　　　　　　（14）

つまりセンの貧困指標は，貧困線所得と分布銑の

均等分配等価所得との差を貧困線所得で除し，さ

らに貧困者比率を乗じたものであると解釈するこ

とができる7）。これがアナンドおよびブラッコビ

イ＝ドナルドソンの第1の貢献にほかならない8）。

　5）関数Fの満たすべき条件（sy瓢metry　and
strict　quasi－eoncavity）についてはSen（1973　a）を

参照されたい。とくにジニ型の社会評価関数の特徴に

ついてはNewbery（1970），Sheshinski（1972），Das－

gupta－Sen－Starrett（1973）が詳しく議論している。

　6）　均等分配等価所得を最：初に導入したのはKolm

（1969）であり，Atkinson（1970）の紹介によって周知

の概念となった。

　7）　王τと9の積璃～は（m／n）［（2一μp）／2］に等し

い。この式の［］内の分子に［μp一腕（働，σp）］を

加えると，すなわち分子を［Z一〃e＠p，Op）］におきか

えると珊はP8になる。

■

●

●
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　4．2一　般　化

　センは厚生水準の評価にあたってジニ係数の背

後にひそむ社会評価関数を用いている。しかるに

期待効用型の社会評価関数を利用することができ

れ’ぱ，それをあえて避ける理由はない。Analld

（1977）およびBlackorby－Donaldson（1980）はこ

のように考えてセンの貧困指標を

　　一Pbd＝（窩／π）［1一軍，（〃P）／z］　　　　　　（15）

と一般化した。ここで隣は，ジニ型の社会評価

関数だけでなく期待効用型の社会評価関数をも想

定することが許され’る場合における均等分配等価

所得である。

　期待効用型の社会評価関数を最も一般的に定式

化したのはAtkinson（1970）であった。その定式

化を分布〃pに適用すると

嘲一q＋軸。個脚⑯
　　　　　109θ彿，∈＝1

と書くことができ

一領輩澗
となる。

（17）

　もっとも貧困者の中には通常，所得ゼロの者が

いる。したがって，ここに示した〃，（〃P）のうち実

際に利用できるのは0＜ξ〈1の範囲にかぎられて

いると考えなければならないであろう。

　また（15）式で示される期待効用型の貧困指標は，

センの貧困指標における定義をそのまま踏襲して

いるので，3．4項で指摘した第1の問題点をその

ままうけついでいる。くわえてパラメータ∈の選

択にあたってひとつの合意をとりつけることは決

して容易なことではない。

　他方，期待効用型の貧困指標は，3．4項で指摘

したセンの貧困指標の有する第2の問題点を克服

　8）　Blackor1）y－Donaldson（1980）はAnand（1977）

を引用していない。ただし（14）式に示された再定式化

は，まさにAnand（1977）の示唆した結果と一致して

いる。この点は次項における一般化においてもまった
く同様である。
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している。この点における貢献はKlakwani（1980

b）の方が先であるので，次節においてそれをと

りあげることにしたい。

5　カクワニの貢献

　Kakwani（1980　b）は，センの貧困指標がかか

える第2の問題点に着目し，それ，を克服するため，

センの公準R、をつぎのように改めた。

　［公準RK］　所得不足額につけるウェートは，

貧困者の上からの所得順位を為怪したものに等し

い。

　すなわちウェート吻は

　　ω乞＝（一十1一の㌃　　　　　　　　　　（18）

である。

　公準D，Rk，　No，　N、を満たす貧困指標．P濫（1）

は一意的に決まり

P・（・）一。繍（・一・∂（観＋・一・）・（・9）

となる。ここで

　　　　　
　　K＝Σ乞彫
　　　　乞＝1

である。

（20）

　乃＞1の場合，瑞（1）には為の有する第2の問

題は生じない。すなわち所得順位を変えないよう

な逆進的移転が第ぢ番目の貧困者から第（ゼ十1）番

目の貧困者へ行なわれるとき，移転額が同じであ

るかぎり，．疏（1）の上昇分は乞が小さいほど（所

得のより低い貧困者からの移転ほど）大きくなる。

　乃＝1とおくとPκ（1）＝瓦である。この意味に

おいてカクワニの貧困指標P鼠1）はセンの貧困

指標を一般化したものであると解釈することがで
きる9）。

　さらに．P㌃（1）は，（15）式で与えられたPMの一

種であるということも同様に可能である。

　　　　　　　　処欧〃P）＝五＋BΣ（呪＋1一が勉
　　　　　　z置1

（21）

とおくと為dニP冷（1）を導びくことができるから

9）　ジニ係数そのものの一般化については豊田
（1977）（1980）を参照されたい。
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にほかならない。したがってPbdと同じく，　P冶

（1）はセンの貧困指標瓦の有する第1の問題点を

克服したものとはなっていないゆ。

　　　　　　　6　タカヤマの試み

　Takayama（1979　a）は，センの貧困指標と不平

等の1指標であるジニ係数との問に連続性がかな

らずしもない点に着目した。両者の間に連続性を

確保することができれば，貧困の計測問題を不平

等の計測問題に還元することができるからであ

る。

　不平等の計測問題は，Atkinson（1970）を契機

にして理論経済学者の間に大きな関心を呼び；今

日かなりの理論的蓄積が用意されている。しかる

に貧困の計測問題はSen（1976）によって手がつけ

られ，たばかりで，質的な透明度・密度の点におい

て前者にははるかに及ばない。しかもSen（1976）

は，両者の間にひとつの類似性（analogy）が成立

しうることを主張しているのである。Takayama

（1979a）の試みは，このような意味において貧困

計測問題の単純化を目指したものであると位置づ

けることができよう。

　6．1　貧困線で切られた打ち切り所得分布

　貧困の計測問題を不平等の計測問題に還元す．る

にあたって，Takayama（1979a）はひとつの分析

用具を準備した。それは「貧困線で切られた打ち

切り所得分布」（censored　income　distributions

trllncated　from　above　by　the　poverty　line，〃＊）

と呼ばれ，つぎのように定義されている11）。

10）　センの貧困指標の有する第2の問題点は，期待
効用型の貧困指標には生じない。このポイントはすで

に前節末尾で指摘したとおりである。ところで期待効

用型の指標のうち最も使用頻度の多いものは変動係数

ではないだろうか。Kundu（1980）は，σPの代わりに

％（分布卸pの変動係数）を用いてつぎのような貧困

指標P繊を提案している。
　　P肱＝H［92＋（1－9）2y夢2コ

この指標はもともと

　　　　　　　　P舳＝Σ（2一駒）2／（πz2）

　　　　　信＝1

と定義されている。また貧困者間の逆進的移転がおこ

ると，所得差（所得順位の差ではない）および移転額が

等しいかぎり相対的に低所得の貧困者間における所得

移転の揚合の方がP肱の値はより大きく上昇する。
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霜〆＝（　＊　　　　￥　　　　　　　　＊〃1，写2ヂ”，〃π）

　　ここで忽ノ＝彿，彿く3の場合，

　　　　　〃♂＝2，忽≧2の場合。

（22）

　このような定義の背後に．はつぎの公準に示され

るような貧困問題の理解がある。

　［公準S］　非貧困者における所得の変動は，そ

れによってかれが貧困者にならないかぎり貧困指

標の値を変化させない。

　この公準はSen（1976）においても暗黙のうちに

想定され，ており，また次節で紹介するThon（1979）

においても同様である。非貧困者の所得分布につ

いてはとりあえず判断停止をして（suspend　judg－

ment）貧困の計測をしょうという公準Sの考え方

は，第1次接近として許されるものではないだろ

うか。

　また彿≧zの場合，駒＊＝zとおいたのは分布

〃＊と分布〃との連続性に留意したからである。

実際，2→。。とすればガ→〃となる。

　6．2　タカヤマの貧困指標＝定義および公準

　貧困の計測にあたっ七Takayalna（1979a）はま

ずつぎのような公準を設定してみた。

　［公準D日　貧困は，貧困線によって切られた

打ち切り所得分布の不平等指標によって計測され

る。

　不平等の指標は，平均所得と各人の所得との差

を加重して総和を求め，さらに規準化した．ものと

して表わすことができる（（9）式をみよ）。その場

合，タカヤマの貧困指標P‘は

　　P‘＝五Σ吻（μ＊一の

　　　　　温
　　　　　れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　れ

　　　＝4Σω‘（・一写∂＋五Σω、（μ㌔・）　（23）

　　　　　乞＝1　　　　　　　　　　　　盛＝1

11）　統計用語で類似のものに「切れた分布』（trun－

cated　distribution）がある。これは分布宮のうち貧

困線所得を上まわる所得要素を排除したもの，すなわ

ち分布卸pを指している。センの貧困指標は第3節で
説明したとおり，分布雪pに基礎をおいたものである。

●

6

σ

○



●

b

■・

◎
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と書くことができる。ここでμ＊は

　　　　れ　　μ＊＝Σ駒＊／π＝御P＋（1一．石r）9　　　（24）

　　　　葛＝1

であり，分布ガの平均所得を表わしている。

　（23）式の右辺第2項をBとおけば，P‘は（7）式

で与えられるPに等しい。つまり公準Dtはセン

の公準Dと一見異なっているかのような印象を与

えるものの，両者は基本的に変わるところがない。

　センはウェート砺の特定化にあたって，分布

働における所得順位を用いた。しかるに他人と

の比較（窮乏感の相対性）が貧困意識の決定要因と

なっていると理解するかぎり，非貧困者との比較

も考慮されてよい。このような考え方にそってタ

カヤマは公準R、をつぎのように改めた。

　［公準Rt］　所得不足額につけるウェートは，全

入口における上からの所得1愚心に等しい。

　　ω乞＝π十1一ぢ

この公準は，貧困意識の相対的側面を公準R、よ

り一層徹底させたものにほかならない。

　タカヤマは，センの公準Nsについてもその恣

意性をゆるめる努力をしている。すなわち公準

N、の想定している状況では，関数詐病g，0）の

特定化が問題となった。タカヤマは状況をさらに

限定して，関数ん（瓦1，0）＝Eと特定化したの

である。

　［公準N日　貧困者の所得がすべてゼロに等し

ければ，貧困は貧困者比率によって計測される。

　公準Dt，　Rt，　Nt，　N。を満たす貧困指標Pεは一

意的に決まり，それは分布〃＊のジニ係数σ（〃＊）

に等しい（Takayama（1979a）をみよ）。

　　乃＝1＋1／π一2Σ（π＋1一の写、＊／（μ＊π2）　（26）

　　　　　　　　¢＝1

　Takayama－Hamada（1978）は，公準Dtを期待

効用型の不平等指標および不平等の準順序つげ12）

に適用・拡大している。
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　6．3　特徴および問題点

　Takayama（1979a）は，このようにしてセンの

貧困指標の有する第3の問題点の克服を図り，貧

困の計測問題が不平等の計測問題に還元されうる

ことを主張したのである。窮乏感には既述のよう

に，絶対的側面と相対的側面のふたつがあ．る。タ

カヤマの試みはこのうち相対的側面を徹底的に重

視して貧困を計測しようとするものにほかならな

い。

　（26）式で与えられたタカヤマの貧困指標P‘．は

耳9，（ちを用いると

　　一P‘＝丑［（1－5＊）9十3＊θP］　　　　　　（27）

と書くことができる。ここで8＊は

　　5累＝丑（μP／μ＊）　　　　　　　　　　　（28）

であり，分布〃＊における貧困者の所得シェ．アを

表わしている。また（27）式のPεは，第1図を用

いて図示することができる。すなわちP‘は斜線

部の面積と三角形OFKの面積の和を三角形OAK
の面積で除した値に等しい13）。

　タカヤマの貧困指標はセンのそれより理解が容

易になった。しかし，そのために支払った犠牲が

ないわけではない。すなわちタカヤマの貧困指標

は単調性の公準をかならずしも満たしていない。

分布かにおいて平均所得μ＊を上まわる所得を得

ている者が貧困者である立合その者の所得低下は

．P‘の値を低下させうるからにほかならない14）。

したがって，またタカヤ．マの貧困指標は逆進的移

転の公準も満たしていない（貧困者から非貧困者

への逆進的移転を考えてみよ）。

7　トンの貢献

12）　Dasgupta－SeローStarrett（1973），　Rothschild－

Stiglitz（1973），　Sen（1973a）参照。

　Thon（1979）はセンの貧困指標が逆進的移転の

公準をかならずしも満たさないことに着目し，代

13）　κ点の座標は（1，μ＊／μ）である。

14）　Takayama－Halnada（1978）およびK：akwani

（1981）はE＜1／2の場合（貧困線所得が中位所得より

低い沖合），P‘が単調性の公準をかならず満たすこと

を証明した。したがって，この問題点は実際の計測（H

〈1／2の場合がほとんどである）においては無視して
もかまわないであろう。カクワニは31の開発途上国

について調査し，このポイントを確認している（Kak－
wa蝋（1981，　note　1）参照。
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わりにつぎのような貧困指標P偽を提案した。

　　　　　れ　　P、F2Σ（π十1一の（β一駒）／［π（π＋1）zユ（29）

　　　　　5＝1

　トン自身は指標P‘んの背後にひそむ公準体系に

は言及していない。ここではそれを明らかにして

トンの貧困指標の基本性格を知ることにしたい。

　トンは貧困の定義に関するかぎり公準Dを採

用してセンの立揚をそのまま踏襲している。しか

しウェートはセンの場合と異なり，吻＝π十1一ゼ

と仮定した。馳この仮定はタカヤマの公準Rtと同

一である。また（7）式における定数五を特定化す

るにあたって

　［公準Nth］社会を構成する者の所得がすべて

ゼロの場合，P＝1である。

という公準を焼立した。タカヤマの公準Ntは，

社会を構成する者の所得がすべてゼロの場合，

．P‘＝1を意味している。他方，そのような場合，

σ（〃＊）＝oであるので矛盾が生じてしまう。この

ような矛盾が起こらないようにするために，・トン

は公準Ntが想定している状況をさらに限定して

．公準Nthを導びいたと考えることができよう（た

だしトヒ自身はこのような指摘をしていない）。

なお公準Nthは関数ん（1，1，0）を1に等しいと

特定化したものにほかならない。

　公準D，Rt，　Nth，　Noを満たす貧困の指標は一

意的に決まり，それは（29）式に示されたものに等

しい。以上がThon（1979）における公準体系にほ

かならない。

　トンの貧困指標．P晒は，瓦9，σpを用いると，

十分に大きいm，πに対して

　　1）‘んニH［（2－E）g十E（1－9）（7pコ　　　（30）

と変形することができる15）。

　トンの貧困指標を幾何学的に表示しておこう。

第1図において．P軌は，斜線部の面積と台形OF

KCの面積の和を三角形OACの面積で除した値

15）　P齢とP8，　P‘との関係は以下のと’おりである。
　　　P‘ん＝17［P8十2（1－」ヨ「）9］，

　　　1⊃ε島＝P‘（μ＊／z）一ト（1一μ＊ノ2）　　　　　　　　　　（31）．

　　　　　＝P‘（1一脚）十珊。
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に等しい16）。

　トンの貧困指標は逆進的移転の公準を満たして

いる。この点は，これ，までに紹介したすべての貧

困指標になかった特徴である。したがってトンの

貢献はきわめて大きいといわなければならない。

　さらに付言しておきたいことがもう1点ある。

旧史困者から貧困者へ所得が移転されるときセン

の貧困指標は値が低下する17）。しかしこの場合に

おける低下率は，移転所得が同一であるかぎり相

対的に高所得の貧困者に移転され’るときの方が大

きくなってしまう可能性を残している18）。例をあ

げてみよう。分布晦を（1，2，3，4，、5）と想定し，

π＝10，F5．1と仮定する。いま所得10の非貧困

者から所得1の貧困者へ移転額0．5の所得移転が

行なわれ，ると，〃pは（1．5，2，3，4，5）と変わり，瓦

＝0．267である。他方，所得10の非貧困者から所

得5の貧困者へ同一の移転額0．5の所得移転が行

なわれると，砺は（1，2，3，4）となりP8＝0。253で・

ある。以上がそのような例にほかならない19）。

　センの貧困指標の有するこのような可能性は，

貧困計測という観点からみるとかならずしも望ま

しいものではない。他方，トンの貧困指標にはそ

のような可能性はまったく存在しない。トンの試

みは，このような意味においても高く評価されて

よい。

　トンの貧困指標に問題があるとすれば，それは

所得順位でウェートをつけている点だけではない

16）　（31）式参照。

17）　センの提立した逆進的移転の公準は非貧困山間

の移転を除外している。しかし非凡困者間の逆進的移

転によって移転所得の出し手が貧困者になって．しまう

場合は貧困計測において考慮されるべきであろう。逆

に言うと，非貧困者から貧困者へ所得移転が行なわれ

るとき（それによって貧困者が非貧困者になる場合を

含む）貧困指標の値は低下すべきである，という性質

は逆進的移転の公準とかならずしも同一ではない。こ

のような性質をあらゆる貧困指標が備えるべきである

ことはいうまでもない。．

18）Thon（1979，　p．435）の示唆によっている。

19）　所得10の非貧困者から所得1への貧困者の移転

は，所得10→所得5への移転および所得5・5→所得1

への移転のふたつに分解できる。後者の移転によって

P8の値は上昇してしまう． BここにP8の問題点がある
ことはすでに3．4項で指摘したとおりである。

■

の

9

φ
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だろうか。この問題点はセンの貧．困指標が有する

第2の問題点と同じである。ただしその解決方法

は，第5節で述べたようにKakwani（1980b）によ

って与えられている。この点については次節で触

れ，ることにしよう。

貧困計測の現段階

　　　　　8　チャタラバーティの貢献

　8．1　トンの貧困指標：再定式化

　ChakraVarty（1981）は，タカヤマの考案した

「貧困線で切られた打ち切り所得分布」〃＊を利用

してトンの貧困指標を再定式化するのに成功した。

その内容はつぎのとおりである。

　ジニ係数の背後に存在する社会評価関数はすで

に（12）式によって与えられている。いま（12）式を

利用して分布〃＊における均等分配等価所得銑＊

を求めると

　　馳・（〃＊，θ）一。（煮、）浅（・＋・一・）…（32）

である。

　他方，トンの貧困指標P‘んは（29）式で与えられ

ており，それはパおよび（32）式を用いると

　　恥。（　2π十1）謡（叶・一・）（・一パ）

　　　＝1－g／8＊（〃＊，（｝）／2；　　　　　　　　　　　　　　　　（33）

と書くことができる。すなわちトンの貧困指標は，

貧困線所得と分布〃＊の均等分配等価所得との差

を貧困線所得で除したものに等しい。これがチャ

タラバーティによって再定式化されたトンの貧困

指標にほかならない。

　（33）式で与えられたトンの貧困指標は（14）式で

再定式化されたセンの貧困指標瓦とよく似てい

る。ただしトンは分布〃pを分布〃＊に代え，か

つ公準N、を公準Nthに代えている。そのような

操作をすることによってセンの貧困指標の有する

第1の問題点を克服することに成功したのである。

　なおタカヤマの貧困指標P‘は（32）式で与えら

れた〃8＊（〃＊，のを用いると

　　P‘＝1一霊ノ6＊（〃＊，σ）／μ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）

と書くことができる。すなわち乃においてμ＊を

斜ヒ置き代えたものがP‘泥にほかならない。

　8．2一　般　化
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　トンの貧困指標は，センの貧困指標の有する第

2の問題点を克服していない。この点はすでに前

節末尾において指摘しておいたとおりである。

　Chakravarty（1981）は，　Kakwani（1980b），

Blackorby－Donaldson（1980）を援用してこの問

題点を克服することができるような貧困指標Pc

を提案した。指標P，における貧困の定義はトン

のそれと同じであり，

　　1）c＝1－z／6＊（〃＊）／g　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）

である。ここで〃、＊（〃＊）は，ジニ型の社会評価関

数だけでなく，期待効用型の社会評価関数をも許

容しうる形で定義されている。つまりチャタラバ

ーティの貧困指標．P，はトンの貧困指標．P偽を一

般化したものにほかならない。

　チャタラバーティの貧困指標の具体例をいくつ

か示しておこう。まずジニ型の社会評価関数は

（21）式で与えられ，ている。これを分布かに適用

して一Pcを求めると

　　瓦一郭（一・・）（・＋・一のい〉・（・6）

となる。ここでKは（20）式で与えたものと同じ

である。つぎに期待効用型の社会評価関数は（16）

式のように書くことができる。これを分布〃＊に

適用してP，を求めると

⊥α仇）嵩圃∴御、

　　　　！一。慰留㈱］＿・

となる。

　なお実際の計測においては〃1＊＝0となる場合

がほとんどである。この場合，（37）式に示された

一P。のうち利用可能なものは0＜ε＜1の範囲に限

られ，てしまう。この点は指標．P醐と変わりがない。

　また（36）（37）式で与えられたP，は瓦9，σp

などに分解できない（乃＝1の揚合を除く）。この

点は個別指標との関連を調べようとする者にとっ

ては不都合である。

　　　　　9　計測目的の変更

Anand（1977），Kakwani（1977）はつぎのような
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貧困指標をそれぞれ独立に提案した。

　　一P¢＝P㌃（2）＝π（萄十侮σP）／μ　　　　　（38）

　ここでμp＝2（1一⑦であることを考慮し，か

つ（6）式で与えられているP、を利用すると

　　Pα＝1）潅（2）＝2P8／μ

となる。すなわちアナンドおよびカクワニの貧困

指標一Pα，P濫（2）は，センの貧困指標瓦に2／μを

乗じたものに等しい20）。

　したがって指標P。，耳（2）の背後に存在する公

準体系は指標P、の公準体系とほとんど同じであ

る。異なるのは公準N、だけであり，それはつぎ

のような公準N。にとって代わられている。

　［公準N。］貧困者の所得がすべて等しい揚合，

貧困指標の値は所得不足額の合計を社会全体の総

所得で除したものに等しい。

すなわちσp＝0のとき次式が成立している。

　　　　れ　　PニΣ（2一〃ε）／（πμ）ニz盈9／μ

　　　　乞＝1

　公準N。は，貧困を解消するためには1国経済

においてとりあえずどの程度の負担が必要となる

かという観点を重視して貧困を計測しようとする

立揚を如実に物語っている21’22）。他方，公準N，

は貧困の実態を単に記述しようという目的に合わ

せて提案され，たものである。つまり貧困計測の目

的が両公準では大きく異なっている。

20）指標Pα，P㌃（2）は第1図において斜線部の面

積と三角形OFEの面積の和を三角形ODLの面積で
除したものに等しい。ここでし点の座標は（瓦1）であ
る。

21）　このような抑揚を一層徹底させた指標として

　　　　唯一菖剛・L軸］　（39）

を考えることができる。指標1㍗は，非貧困者から貧

困者への所得移転によって貧困者の所得不足額を補な

うとき非貧困者の負担が平均してどの程度になるかを

計測するものである。なお指標乃はFishlow（1972）

の示唆に基づいている。

22）　Se且（1976）の準備段階における論文（Sen（1973

b））において，センはPαに（凱十1）／πを乗じた指標

を考案している。この指標はP3と異なり，非貧困者
に所得変化が生じれば値を変えてしまう性質を有して

いる。
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　話をもっと具体化してみよう。非貧困者の所得

増大は他の事情が等しいかぎりPα，耳（2）の値を

低下させることになる。非貧困者の所得増大は貧

困者の所得不足額を補うための負担を一国経済全

体として軽減させる可能性につながっている。指

標一Pα，P滝（2）はこのような可能性を表現するもの

にほかならない。他方，公準Sを満たす指標瓦，

P8，　P‘んなどはそのような可能性を表現しえない。

　ただし非貧困者に所得増大があっても貧困者の

所得に変化がまったくない場合，貧困の実態に変

わりはない（相対的窮乏感はむしろ増幅されるか

も知れない）。つまり指標Pα，一睡（2）は，貧困の実

態を記述するという観点からみると不適切である。

したがって指標Pα，P灰2）を利用するときには，

その計測目的を忘れてはならない。

　なお指標．Pα，．P喬（2）は逆進的移転の公準．をかな

らずしも満たしていない。反例を示しておこう。

〃＝（1，2，3，4）かつz＝3。1の揚合において所得2

の人から所得3の人へ移転額0．2の逆進的移転が

行なわれると，Pα，　P初（2）の値は0．463から0．379

へ低下してしまう（Thon（1981）参照）23）。

10　世帯規模の調整とジニ係数

　統計資料を用いて貧困指標の値を計算する前に

つめておかなければな．らない技術的問題に言及し

ておこう。それはジニ係数σpの計算問題である。

　世帯人員別の詳細な所得分布統計が利用できる

としよう。いま世帯人員別所得分布飾（ののジニ’

係数をσp（のと表わすとき（ゼは世帯規模である），

それぞれのσp（のと全体としての（ちとの関係は

どうなっているであろうか。この問題はジニ係数

の集計（aggregation）に関するものであり，これ

まであまり関心を呼ばなかった。

　以下では次節において利用するジニ係数の集計

23）　このような欠陥はKakwa皿i（1980　a）が提案し

ている第3の貧困指標1㌔（3）

　　　　Pκ（3）＝zE（9十σP）／［μ（1十ら）］

も免れていない。なお指標P鼠3）は，所得不足額につ

けるウェート側‘を第ゼ番目の貧困者よりも所得の
・い貧困者・所得合纈（　伽Σ写，ゴ罵¢＋1）・等・・就・

て導かれたものである。

り

。

●
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方法を明らかにしておきたい。それはMangahas

（1975）がジニ係数の分解方法として考案したもの

である。いうまで．もなく，集計と分解（decom－

position）はメダルの表と裏であって技術的には

まったく同じ問題にほかならない。ただしその経

済的意味については慎重に検討がなされるべきで

ある（10．2項参照）。

　10．1　ジニ係数の集計方法

　σp（のを集計してσpにまとめあげる方法は次

式によって与えられる。

　　　　　　な
　　σP＝ゐ＋Σ”¢σP（の　　　　　　　　（40）
　　　　　　包輻1

ここであは世帯規模の数を表わし，ウェート”乞

は仁人世帯全体としての貧困者所得が貧困者全体

の所得合計額に占める割合に等しい。

　　”乞＝ηL乞μP（の／（ηzμP）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）

ここで物，侮（のはそれぞれゼ人世帯における貧

困者数，乞人世帯における1人当り平均の貧困所

得をそれぞれ表わしている。

　　　　ぬ
　　㎜＝Σ物
　　　　乞＝1

五は残差として求められ

　　五＝ΣDfμ絢／（μP糀2）　　　　　（42）
　　　　乞〉ゴ

と計算される。ここで．0盛ゴは

　　D乞ゴニ（馬一ぬゴ）りr（毎一意）

と定義されるものであり，馬，馬はZ次列ベクト

ノレ

毎＝

皿
招
：
・
…
況

ん
ん
　
　
ん

，　　hゴ＝

んゴ1

んゴ2

んゴi

である。ここでZは所得階層数を表わし妬は乞

人世帯の貧困者分布〃ρ（のにおいて第Z番目の所

得階層に属する貧困者数？ππの物に対する割合

に等しい。

　　ん彦‘二物‘自盛

またXは
　　x＝ノ4r

で与えられ，A，　rはそれぞれつぎのようなZ次

の三角行列，対角行列

五＝

r＝

1000　・・00
2100　・・00
2210　・・00

2221。・00

2222・。10
2222・・21
〃10　0　・　・　0

0〃20　・　・　0

0　0〃3　・　・　0

0　0　0　・　・　跳
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で表わされている。ごこで靴は第Z番目の所得水

準である。

　10．2　ジ：＝係数の集計と分解

　エ萄の値は分布〃p（のと分布恥（ブ）が完全に一

致しないかぎりゼロにはならない。ふたつの分布

における平均所得μp（の，μp（のが等しいだけで

はDσの値はゼロにならないのが一般である。し

たがってDηはふたつの分布そのものを比較して

導出される。

　この点が五を「残差」としてしまう原因である。

かりにPηが，分散分析における級間分散と同様

に，平均所得侮（の，侮（ののみに依存して決まる

のであれ’ぱ，ゐは世帯規模間のジニ係数σp⑦）24）

に等しくなる。しかるにこのような条件を1初は

通常，満たしていないので，五をそのように意味

づけるわけにはいかない。

　問題がジニ係数の集計にとどまるかぎり，個々

のσp（のとσpとが関係づけられるだけでよい。

他方，問題がジニ係数の分解に代わる≧き，σpと

関係づけられなければならないのは個々のσp（の

ではなく，むしろグループ間のジニ係数σρ⑦）で

ある。

　この点をもう少し詳しく説明しよう。不平等指

24）　（㌔（6）は次式で与えられる。

　　　σP（う）＝Σ1μP（の一μP⑦K呪助）／（μP㎜2）

　　　　　　¢〉ゴ　　　　　　　　　　　（43）
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標の分解が利用されるのはそれが不平等の要因を

さぐるのに通常，便利であるからにほかならない。

たとえば男女間の賃金較差が全体としての賃金較

差とどのように関係しているかを調べようとする

とき，不平等指標の分解が利用される。この場合，

男女間の賃金不平等と全体としての賃金不平等と

の関係が問題となる。男子グループ内部あるいは

女子グループ内部の賃金不平等は結果的に全体と

しての賃金不平等と結びつけられるものの，この

結びつきの程度を知ることはあくまでも第二義的

な意味しかもちえない。

　したがってジニ係数の分解を利用しようとする

とき，（40）式に示されるようなマンガハスの方法

を利用すべきではない。（40）式における五はグ

ループ間のジニ係数を必ずしも意味しないからで

ある。この点，読者の注意を促しておきたい25’26）。

　1①．3世帯規模に対するウェート

　（41）（42）式において世帯規模に対するウェート

は人数シェアを採用しているが，この点も注意を

要する。世帯単位の所得分布が与えられていると

き，不平等の計測においては世帯規模に対するウ

ェートとして世帯シェアを採用するのが通例であ

るからにほかならない。

　世帯シェアを採用することは，各世帯単位に同

一のウェートをつけることを意味している。しか

したとえば単身’世帯と5人’世帯において1人当り

の所得水準が同一であると判断される場合，不平

等や貧困の程度は明らかに5人世帯の方が単身世

帯より大きい（Sen（1979，　p．292）参照）。そのよう

25）　Mangahas（1975）は，地域に着目して（40）式を

利用している。しかしゐはこの場合，地域間の所得
不平等を表わすジニ係数砺（各地域内の所得分布はす

べて完全平等であると仮定して計算したσ）という意

味をもたない。Takayama（1979b）の検討した数値例

によると，ゐはσbより小さいというケースが一般で
ある。

26）　ジニ係数をグループ間のジニ係数とグループ内

のジニ係数に分解するためには，グループわけにあた

って所得順位を変えないという強い条件が必要となる

（非貧困者と貧困者のふたつのグループに分ける揚合

はこの条件を満たしている）。この揚合それぞれ’のグ

ループ内のジニ係数につけるウェートは人数シェアと

所得シェアを掛けた値に等しい。詳しくはTakayama
（1979b）を参照されたい。

VQ1．32　No．4

な釣合に，両世帯の不平等や貧困の程度を同じで

あると考える立揚，すなわち世帯シェアの採用は

したがって適切なものではない。

　われわれ’が不平等や貧困の計測において関心を

寄せているものは，つまるところ社会を構成して

いる世帯の全メンバーにおける不平等感や貧困感

であって，世帯単位のそれではない。世帯シェア

ではなく人数シェアを採用した理由はここにある。

　ただし世帯規模が異なる場合，家計における規

模の経済性が通常，認められるので，世帯間の均

等所得（equivalence　scale，1人当りの所得水準

が世帯間でどの程度異なったら均等と判断される

かを示す）を決めるという問題が残っている。し

かしここでは問題の所在を単に指摘するだけにと

どめたい27）。

　10．4数値例
　以上に述べたジニ係数の集計方法を簡単な所得

分布に適用してみよう。第2表をみられたい。い

ま社会は9世帯で構成され，その世帯規模構成は

第（1）行に示されているように，2人世帯・3人

世帯・4人世帯がそれぞれ3世帯ずつであると仮

定する。また世帯所得の分布は第（3）行のように

なっていると想定しよう。さらにここでは簡単化

のため，家計における規模の経済は存在しないと

仮定し，世帯規模の相違は1人当り所得に換算す

ることによって調整することができると想定する。

このとき1人当り世帯所得の分布は第（4）行のよ

うになる。

　以上のような仮定のもとでジニ係数の集計をし

た過程および結果が第（6）～（11）行に示されてい

る。すなわち第2表が想定しているような所得分

布のジニ係数は0．264と計算されるのである。

　第（7）～（11）行におけるカッコ内の数字は，世

帯規模に対するウェートとして人数シェアではな

く世帯シェアを採用して計算された。その結果，

4人世帯よりも2人世帯の方が重視されることに

なり，後者内部におけるジニ係数が相対的に大き

いので最終的に集計され’たジニ係数の値も0．275

27）　この問題の処理には多かれ少なかれ恣意性がつ

きまとう。詳細についてはとりあえずSen（1979，　p・

292）がリストアップしている文献を参照されたい。
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第2表ジニ係数の集計

貧困計測の現段階

（1）世帯数

（2）　世帯人員数，殉

（3）　世帯所得の分布

（4）11人当り世帯所得の
　　分布，9P④
（5）　1人当り世帯所得の
　　平均，μP⑦
（6）　（ヌP（乞）

（7）u舌

（8）μP

（9）Σ”乞OP（の

（10）L

（11）σP

（12）　世帯所得の分布のジ

　　ニ係数
（13）σP（う）

（14）．023

（15）ρ24

（16）．034

（17）1μP（2）一μP（3）1

（18）1μP（2）一μP（4）1

（19）　　1μP（3）一μP（4）1

世　　帯　　規　　模

・人煙・人酬・人蹄
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　3
　6
（2，4，8）

（1，2，4）

2．333

0．286

0．280
（0．412）

　3
　9
（3，3，6）

（1，1，2）

1．333

0．167

0．240
（0．235）

　3
　12
（4，8，12）

（1，2，3）

2．000

0．222

0．480
（0．353）

第（14）～（16）行と第（17）～（19）行を比較すること

によって容易に推察することができよう。（42）

（43）の両式を比較すると，五とθp（のの差異は

D乞ゴと1μp（の一μp（のiの差異に基づいていること

がわかる。第2表においてDηはいずれも1μp（の

一μp（ゴ）iよりイ」、さ㌔、（これは，1）¢ゴがμp（の，μp

（のだけでなく分布〃p（の，砺（のそのものを比較

して計算されることを反映している）。

11　計測の具体例：戦後日本の場合

1。852（1．889）

0．227（0．235）

0．037（0．039）

0．264（Or275）

0，298

0．111

0．333

0．111

0．222

1．000

0．333

0．667

と若き目に計算されている。

　ところで世帯規模別の詳細な所得分布は発表さ

れない揚合が決して少なくない。この二合，発表

されるのは第（3）行の分布を集計・整理した分布

（2，3，3，4，4，6，8，8，12）にとどまる。この分布の

ジニ係数は第（12）行に示されているように0．298

である。この値が世帯規模別のジニ係数を集計し

て得られる0．264より大きい理由はふたつある。

まず第1に，前者は世帯規模に対するウェートと

して当然のことながら人数シェアではなく世帯シ

ェアを採用している。第2に，前者は世帯規模間

で所得の調整をいっさいしていない。その結果，

前者は世帯規模間の所得較差を大き目に計算して

いることになる。

　第（13）行に示されるσp⑦）は世帯規模間のジニ

係数である。この値は第（10）行に示されている五

の値より大きい。すなわち五は世帯規模間のジニ

係数をいう意味をもたず，あくまでも「残差」に

すぎない。なお五がσp（ゐ）より小さくなる理由は，

　以上に述べた貧困指標および計測の方法を実際

の統計資料に適用してみよう。ここでは戦後日本

の貧困を具体例としてとりあげてみたい。

　11．1資　　　料

　低所得者の所得実態を正確に把握することは一

般にきわめてむずかしい。日本の所得分布もこの

点に関するかぎり例外ではない。福祉事務所を通

して行なわれる厚生省『国民生活実態調査』は他

の所得分布統計と比較すると低所得者の捕捉率が

請いといわれている。しかしこの調査における所

得値は単純なアンケートに基づいており，収支の

明細と結びつけられていないので信頼性が高いと

はかならずしもいえない。

　以下では所得値に関する信頼性を重視し，『被

保護者全国一斉調査』を貧困者の所得分布として

利用することにした28）。すなわち貧困線所得は生

活保護基準で与えられると仮定する。この統計は

厚生省社会局保護課の業務統計であり，1947（昭

和22）年に第1回調査が行なわれた。以後毎年1

回ずつ調査が行なわれ，今日にいたっている。こ

の調査は今日「基礎調査」と「個別調査」のふた

つに分けられている。前者は，被保護世帯におけ

る保護の受給状況を把握することを目的とした全

数調査であり，毎年7月1日時点における保護の

決定状況を福祉事務所の地区担当員が記録すると

いう方法で実施されている。個別指標9はこの

調査を利用すれば計算することができる。他方，

「個別調査」は，被保護世帯の10分の1を抽出

28＞　資料の利用にあたって小林和弘氏（厚生省）には

大変お世話になつ一た。厚くお礼申し上げたい。
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して毎年7月1日時点における被保護世

帯の実態を福祉事務所の地区担当員が記

録したものである。個別調査を利用する

ことによって指標0ρの値を得ることが

できる。

　11．2　被保護世帯の所得分布

　まず被保護者の所得実態を調べること

にしよう。ここで所得とは生活保護行政

上，「収入充当額」と呼ばれるものを指

しており，収入から必要経費および諸控

除額を差し引いた金額である。つぎに被

保護世帯のうち医療扶助単給世帯のほと

んどは生活保護基準を上回る所得を有し

ている（昭和50年を例にとると，医療扶

助単給世帯における9の値はマイナス

0．08であった）。したがって医療扶助単

給世帯を貧困世帯とみなすのはかならず

しも妥当ではないので，以下ではこの世

帯を原則として除外することにした。

　さて世帯規模別の詳細な所得分布が利

用できるのは1960～1963年および1972

～1977年である。ここでは1960，1963，

1972，1975，1977の5ケ年をとり出して

調べることにしよう。第3表はそれぞれ

の年次における被保護世帯の分布をまと

めたものである6その特徴を列記すると

つぎのようになる。

　ω　同一世帯規模内の所得不平等はジ

ニ係数でみるかぎり，一般に世帯規模が

大きくなるほど小さくなっている。

　②　同一世帯規模内の所得不平等はこ

こで調べた年次に関するかぎり，1960年

以降今日にいたるまで一貫して不平等の

程度を強めている。この点は世帯規模の

大小を問わない。

　㈲　世帯規模別にみると，被保護世帯

のうち最も多いのは1人世帯であり，そ

の比率は1970年代において50％前後で

ある。　　　　　　　．

　事実（1）は，被保護’世帯に関するかぎり

世帯員数が多くなるほど所得のバラツキ

経　　済　　研　　究

　　　　　第3表　被保護世帯の所得分布
その1　（1960．年）

Vo1．32　No．4

蹄順凱弊均彌　5分位醒・・ア（％）　・一鰍
　　　　　　　　　　　　　HIHIVVσP（z）　　　　（％）　（円）　　1

1人 30．44 849 0．00 14．71、 23．56 23．56 38．16 0．3407

2人 15．12 1，819 3．61 11．00 12．79 32．99 39．62 0．3761

3人 14．03 3，137 3．74 1256 19．13 28．13 36．45 0．3240

4人 13．96 4，052 352 14．02 20．48 24．98 37．00 0．3117

5人 11．69 5，069 5．00 14．45 19．73 26．71 34．11 0．2820

6人 8．04 6，124 5．92 14．88 20．70 24．91 33．59 0．2615

7人 4．15 7，409 7．22 15．74 19．82 24．54 32．68 0．2389

8人以上 2．56 9，147 8．23 15．98 19．84 24．68 31．27 0．2191

全世帯・・・・・・…67レ…6・32…一95・55・4695

その2　（1963年）

世帯人員

　1人

　2人

　3人

置4人

　5人

　6人

　7入

8人以上

帯
ア
ー

　
エ
％

世
シ
（

38．94

16．47

13．51

12．97

9．39

4．08

2．07

1．77

平均所得

　（円）

1ρ17

2β54

4β33

6，195

7，394

6，582

9，714

10，896

　5分位所得シェア（％）

I　　H　　皿　　IV　　V

0．00　　0．00　19．25　29．50　51．25

0．56　　9．09　15．73　27．96　46．65

1．91　10．78　　19．41　27．32　40．59

2．32　12．84　19．92　26。27　38．65

2970　13．16　20．14　26の65　37．35

3．06　14。57　21．40　27．55　33．42

4．83　15．10　21．26　29．36　29．44

6．24　16．74　24．53　26．25　26．25

ジニ係数

σP（z）

0．5280

0．4442

0．3756

0．3443

0．3312

0．2948

0．2539

0．1981

全世帯・・…i・・25・・…7・・…2・88556・1・536・

その＄（1972年）

世帯人員
世　帯シェア

i％）

平均所得

@（円）

　5分位所得シェア（％）

h　　H　　皿　　】V　　V

ジニ係数

ﾐP（の

1人 53．10 2，725 0．00　　0．00　　9．46　　24．94　65．60 0．6246

2人 21．29 8，949 0．12　　5．07　12．69　　26．72　55．40 0．5288

3人 10．73 16，220 0．23　　6，74　16．84　　28ユ6　48．02 0．4680

4人 759 20，978 0．26　　7．69　17．21　　27．75　47．09 0．4549

5人 4．00 24，965 0．87　　7．81　17．08　　27．22　47．02 0．4468

6人以上 3．29 34∫689 2．17　　9．96　18．31　　2752　42．04 0．3893

全世帯 ・…。 P’・8251・…一572…脳巨6388

その4（1975年）

世帯人員
世　帯シェア

i％）

平均所得

@（円）

　5分位所得シェア（％）

P　　∬　　皿　　IV　　V

ジニ係数

ﾐP（の

1入 45．98 794 0．000．00．0．000．00100．00 0．8000

2人 25．13 5，590 0．00　　0。00　　0骨00　　　7響59　　92p41 0．7696

3人 12．71 16，293 0。00　　0．00　　6。31　　31p58　　62．11 0．6232

4人 8．58 22，175 0．00　　0．00　13．35　　29．98　　56．67 0．5733
」

5人 4．39 28，348 OgOO　　1．11　16．10　　29．09　　53．70 0．5415

6人以上 3．22 39，708 0，00　　3．53　16．70　　29．48　　50．29 05061

全世帯一i・2581・・・・・・…5一…1・7…

●

●

●

●
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その5　（1977年）
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世帯人員

　1人

　2人

3人

4人

5人

6人以上

帯
ア
）

　
エ
％

世
シ
（

55．42

20．45

10．60

7．16

3．66

2．71

平均所得

　（円）

　560
6，904

21，741

29，643

36，368

50，331

V
山間

W

工塾
皿

配球
5

　
1
0．00　0．00　0．00　0．00100．00

0．00　　0．00　　0．00　　3．62　　96．38

0響00　　0孕00　　5．88　30．69　　63，42

0，00　　0邑00　11．89　29．93　　58．18

0．00　　0．52　13．67　29．10　　56．71

0．00　　2．11　15．79　29．04　　53曾06

ジニ係数

σP（z）

0．8000

0．7855

0．6302

0．5851

0．5680

0．5322

全世帯1・・…1・8581・・一・・…789・221・7969

日目＝厚生省『被保護者全国一斉調査（個別調査）』

注：資料の制約により，1963年・1972年・1977年の場合には医療扶助単給

　　世帯が含まれている。また同様の理由によって，1972年の場合は「収入

　　月額」を，1975年・1977年の場合は「就労月額」をそれぞれ所得概念と

　　して採用している。

が少なくなって生活の安定度が増すことを物語っ

ている。この点は非農家一般世帯の場合（世帯員

数が4人を越えると逆に所得不平等の程度が強ま

る。高山（1976）参照）と異なっており，興味深い。

また事実（2｝は第15分位および第H5分位の所得

シェアが低下し，第V5分位の所得シェアが上昇

してきていることと無関係ではない。特に最近年

においては世帯所得ゼロの世帯ウェート「が圧倒的

に大きい。1975年を例にとると，被保護世帯の7

割が所得ゼロの状態にある。なお事実（3）は，「世

帯分離」規定の適用をうけて単身世帯とみなされ

ているものを1入世帯が多数含んでいることに注

意して読むべきである。

　11．3　貧困の計測

　貧困世帯が被保護世帯によって代表されると仮

定して以下，貧困の計測をしてみよう。まず個別

指標πについては，生活保護制度の適用をうけて

いる者が全貧困者の何％になっているかを知らな

ければ計算ができない。しかるに生活保護制度の

捕捉率（coverage，0）に関する推計は，あまり試

みられていない。ここでは筆者の知ることのでき

た厚生省当局による推計と江口・川上推計のふた

つを紹介しておこう。

　前者は『厚生省報告例』の1965年度版に発表

されている。保護基準以下の消費水準にあるにも

かかわらず保護の適用をうけていない世帯を「低

消費水準世帯」とよぶ。その世帯員数は第4表の

ように推計されている。捕捉率は15～25％程度

である。これが当局の推計結果にほかなら

ない。ただしこれらの推計は1965年まで

試みられたにすぎず，以後発表されていな

、、o

　後者は江口・川上（1974）に発表され，

1972年東京都N区における捕捉率を6％

強と推計している。しかし江口・川上推計

において利用され’ているのは税務統計であ

り，所得の申告額が低目に押さえられてい

ること，および低所得者の所得把握が不十

分であることの2点において信頼性に疑問

を残している。つまり江口・川上推計は過

小推定を免れていない。

　以下では捕捉率σを5通り想定して指標Eの

値を計測することにした。想定された0の値は

0．05，0．10，0．15，0．20，0．25である。

　指標（んの値は前節に述べた方法を利用し，世

帯規模別のσp（のを集計して計算した。ただし，

五の値を導出する際に考察することが必要な世帯

規模間の均等所得については生活保護基準におけ

る1人当り世帯所得で調整した。生活保護基準は，

第5表に示されているように世帯における規模の

経済性を認めている。1975年を例にとると，世帯

人員が1人増える毎に生活費は0．6ずつ増大する

という傾向がある（他の年次についてもおおよそ

同じことがいえる）。

　第6表は以上の手続によって得られた瓦g，

σp，P、，乃，　P偽の計測結果である。その特徴を

第4表　生活保謹の捕捉率

年　度
生活保護者数　　遵 低消費水準世帯員数　　　　β 捕捉率　o

1955 193万人 999万人 16．2％

56 178 980 15．4

57 162 851 16．0

58 163 742 18．0

59 167 685 19．6

60 163 667 19．6

61 164 498 24．8

62 167 505 24．9

63 175 511 25．5

64 168 460 26．8

65 160 478 25．1

出所＝『厚生省報告例』1965年度版。

注＝σ＝∠【’（∠4十B）
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第5表世帯における規模の経済

経　　済　　研　　究

世帯数　最低生活費　1世帯当り　1人当り
　　　　総　　　額　最低生活費　最低生活費
（千世帯）　　（億円）　　　（千円）　　　（干円）

Vo1．32　No．4

世帯人員

　1人

　2人

　3人

　4人

　5人

6人以上

231．7

130．4

66．8

45．7

23．5

17．4

68．80　　　　　29．7（100）

62．45　　　　　47．9（161）

44．06　　　　　66．0（222）

37．56　　　　　8292（277）

23．26　　　　　99．2（334）

22．25　　　　　127。7（430）

29．7

24．0

22．0

20．6

19．8

19．9

出所：厚生省r被保護者全国一斉調査（基礎調査）』1975年版。

いくつか指摘しておこう。

　（4｝貧困者比率Eは1960年目ら1963年に

かけて上昇したものの，以後1975年まで大き．く

低下した。ただし1977年における丑の値は微増

を不している。

　（5）貧困ギャップ比率9は1960年

から1975年までの期間，一貫して上

昇した。

　（6）分布〃pのジニ係数θpは計測

期間を通じ一貫して上昇した。

　（7〕センの貧困指標で測ると，1960

年以降の日本に関するかぎり1963年

の貧困が最も深刻であった。また1972

年以降については若干ながら貧困深刻

化の傾向がある。ただし1977年の貧

困水準は1960年のそれより改善され

ている。

　（8）タカヤマおよびトンの貧困指標

P‘，P‘んで測ると，1960年以降の日本

に関するかぎり1963年の貧困が最も『

深刻であった。その後における貧困水

準は改善の方向にむかっているものの，

1977年の貧困水準は1960年のそれに

及ばない。

　まず事実（4）から補足説明をしてみた

い。第6表その1に示されている1ちα

は生活保護率を人口比で表わしたもの

である。1963年の値が：最も高いのは，

石炭産業の斜陽化により産炭地域にお

いて離職者が大量発生したことが影響

している。この年度における被保護人

員は174万4000入に達していた。以後1975年ま

でこの比率が低下したのは，言うまでもなく高度

成長によって労働需要が著しく増大したからにほ

かならない。

　事実㈲（6）についてはすでに本節2項で触れた

ので多言を要さない。ここでは2点だけ指摘する

にとどめたい。ひとつは，最近年における9およ

び（ちの値がかなり大きいことである。たとえば

1975年の場合，9およびσpの値はいずれも0．7

前後であった。もうひとつは，集計され，たσpの

水準についてである。この水準は，σp（のを集計

しないで分布そのものを単に集計しただけの（し

たがって世帯規模の差異をまったく考慮しない分

布の）ジニ係数より明らかに小さい。後者の値は

その1（C＝0．05）

第6表戦後日本の貧困

年　次

　
　
p
8
‘
偽

H
　
9
σ
P
P
P

場α
P‘（ゐ）！P‘

1960 1963 1972 1975 1977

0．3004（4）　　0．3270（5）　　0．2062（3）　　0．1980（1）　　0，2028（2）

0．4541（1）　　0．6052（2）　　0．6970（4）　　0．6985（5）　　0．6686（3）

0．3080（1）　　0．3585（2）　　0．4866（3）　　0．7195（4）　　0．7347（5）

0．1869（4）　　0．2442（5）　　0．1741（1）　　0．1813（2）　　0ユ850（3）

0．1281（1）　　0．1849（5）　　0．1406（4）　　0露1386（3）　　0．1366（2）

0．2470（1）　　0．3462（5）　　0．2641（4）　　0．2577（3）　　0．2537（2）

0．0150　　　　0．0164　　　　0．0103　　　　0．0099　　　　0．0101

0．8628　　　　0．8980　　　　0．9479　　　　0冒9288　　　　0．9152

その2（C＝0．10）

年　次

　
　
　
　
　
ん

　
　
ア
　
ど
　
じ
　
ム

H
　
9
σ
P
P
P

P‘（う）1P‘

1960 1963 1972 1975 1977

0．1502　　　　0．1635　　　　0．1031　　　　0．0990　　　　0．1014

0．4540　　　　0．6052　　　　0．6970　　　　0．6985　　　　0．6686．

0．3080　　　　0，3585　　　　0．4866　　　　0．7195　　　　0．7347

0．0935（4）　　0．1221（5）　　0．0871（1）　　0．0906（2）　　0．0925（3）

0．0663（1）　　0．0961（5）　　0．0711（4）　　0．0692（3）　　0．0680（2）

0．1300（1）　　0．1855（5）　　0．1379（4）　　0．1336（3）　　Or1312（2）

0．9387　　　　0．9563　　　　0．9763　　　　0．9670　　　　0．9605

その3（C＝0．15）

年　次 1960 1963 1972 1975 1977

E 0．1001 0．1090 0．0687 0．0660 0．0676

9 0．4541 0．6052 0．6970 0．6985 0．6686

σP 0．3080 0．3585 0．4866 0．7195 0．7347

P8 0．0623（4） 0．0814（5） 0．0580（1） 0．G604（2） 0．0617（3）

P‘ 0．0446（1） 0．0647（5） 0．0476（4） 0．0461（3） 0．0453（2）

P‘配 0．0881（1） 0．1264（5） 0．0932（4） 0．0901（3） 0．0885（2）

P‘（ゐ）1P‘ 0．9604 0．9722 0．9846 0．9785 0．9743

●

o

■

●



の

●

■

●

（）ct．　1981

その4（C＝0．20）

貧困計測の現段階

年　次

　
　
　
　
　
ん

　
　
P
　
s
　
‘
　
‘

丑

　
9
σ
P
P
P

P‘（の／P‘

1960 1963 1972 1975 1977

0．0751　　　　0．0818　　　　0．0516　　　　0，0495

0．4541　　　　　0．6052　　　　　0．6970　　　　　0．6985

0．3080　　　　0．3585　　　　0．4866　　　　0．7195

0．0467（4）　　0．0610（5）　　0．0435（1）　　0．0453（2）

0．0336（1）　　0．0488（5）　　0．0358（4）　　0．0346（3）

0．0666（1）　　0．0959（5）　　0．0704（4）　　0．0680（3）

0．0507

0．6686

0．7347

0．0462（3）

0．0340（2）

0．0667（2）

0。9708　　　　0．9796　　　　0．9886　　　　0．9841　　　　0r9809

その5（C＝0．25）

年　次 1960 1963 1972 1975 1977

　
　
p
謬
‘
偽

H
　
9
σ
P
P
P

P‘（う）μ）虚

0．0601　　　　0．0654　　　　0．0412　　　　0．0396

0．4541　　　　　0含6052　　　　　0．6970　　　　　0．6985

0．3080　　　　0，3585　　　　0，4866　　　　0。7195

0．0374（4）0．0488（5）0・0348（1）0・0363（2）

0．0270（1）　　0．0392（5）　　OgO286（4）　　0．0277（3）

0匿0535（1）　　0．0772（5）　　0．0566（4）　　0．0546（3）

0．0406

0．6686

0．7347

0，0370（3）

0．0272（2）

0．0535（2）

0．9769　　　　　0．9839　　　　　0．9910　　　　　0．9874　　　　　0．9848

出所＝厚生省『被保護者全国一斉調査』

注＝1．　カッコ内の数字は順位を示している。

　　2．P‘（b）は分布∬＊における貧困者・御伽困者間のジニ係数である。

第7表順位相関係数
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とどの程度た関連しているかを調べる

ため，順位相関係数を計算することに

した。第7表をみられたい。瓦はE
とかなり強い正の順位相関を示してい

るが，9およびσpとは負の順位相関

にある。他方，．P‘およびP偽はEお

よびgとの間に正の順位相関がある

ものの，σpとの間の順位相関はぜロ

に等しい。またP‘と．P偽の順序づけ

はまったく一致している。すなわち，

このような事例に関するかぎりタカヤ

マの指標とトンの指標はいずれ，であっ

ても貧困順位に差異がない。他方，両

者とセンの指標の間の順位相関係数は

ゼロである。なお以上の論点は，捕捉

率0の値が0．05～0．25の範囲にあるか

ぎりいずれであっても成立している30）。

　第6表の最：下行に示されている

P‘（の／P‘の値は，タカヤマの貧困指標

言
ε
偽

P
P
P

0，70　　　－0．80　　－0．50　　　　　＊　　　　　0．00

0．30　　　0．30　　0．00　　0．00　　　＊

0．30　　　0。30　　0．00　　0．00　　　1．00

第3表の最下行に示されている。世帯規模別の詳

細な所得分布が利用できない揚合，やむなく全世

帯ベースの所得分布を用いることが少なくない。

しかしその利用はジニ係数を過大に計算してしま

うことを意味している29）。

　事実（7）（8｝はきわめて興味深い。1972年以降に

おける貧困水準は，センの指標で測る場合とタヵ

ヤマおよびトンの貧困指標で測る場合とでは正反

対の動きを示すことになる。しかも1960年と

1977年の貧困水準は指標によって上下が逆転し

てしまう。このような結果が得られるのは，いう

までもなく指標によって定義が異なるからであ

る。ここでは指標P、およびPε，P偽が個別指標

29）　Takaya皿a－Hamada（1978）における計測例は

全世帯ベースの所得分布を利用してジニ係数を計算し

ている。その結果，貧困順位はP8とP‘で変わりがな

い。この点は本稿と著しい対照をなすものである。

において貧困者と非貧困者の間の所得較差（より

正確にいうと，μρとgの較差）が全体としての貧

困水準をどの程度に説明しているかを調べるため

のものである。戦後日本に関するかぎり，その説

明力は圧倒的に高い。o＝o．1を例にとると，そ

の説明力は95％前後に達している。これ’は，

（28）式で示されるs＊（分布における貧困者の所得

シェア）の値が著しく小さいからにほかならない。

　11．4残された問題

　本節における計測は適当な資料が得られないた

め，いくつかの仮定を置いて試みられている。こ

こではその点を再度確認し，今後の研究方向をみ

きわめておきたい。

　まず第1に，貧困世帯は被保護世帯によって代

表され，ると仮定した。被保護世帯が貧困世帯の中

心に位置していることはまず間違いないだろう。

30）　P8，　Pε，　P偽を実際に計測した例は現在あまり多

くない。マレーシアについて計測したAnand（1977），

Thon（1979），インドに関するDutta（1978）の計測，

台湾の貧困研究をしたChen（1979）などが今日，利用

可能である。なお上記3つの指標による順序づけにつ

いてはあまり大きく異ならない，というのがこれらの

研究における結論であった。
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第8表生活扶助基準額の推移

経　　済　　研　　究

年1）

1960

1963

1972

1975

1977

基準額（円）2｝　CPI実質基準額（円）3）実質指数

9，621

14，289

44，364

74，952

95，114

100

121

196

301

358

34，427

42，212

80，879

88，968

95，ユ14

100

123

235

218

276

出所；『国民の福祉の動向』各旧版

注；1．各年4月1日現在である。

　　2．1級地標準4人世帯の場合。

　　3．1977年価格表示。

しかし前者が後者をどの程度代表しているかにつ

いては慎重な検討を要する。その検討には低所得

者を対象とした信．頼度の高い調査がどうしても必．

要である。

　第2に，生活保護制度の捕捉率は計測期問を通

じて変わらないと仮定している。また捕捉率につ

いてはパラメトリックに値を与えており，値を決

めていない。この点に関する究明も今後の課題で

ある。

　第3に，生活保護基準は計測期間において実質

的にかなり上昇した（第8表をみよ）。本節におけ

る計測はこの点の調整をいっさいしていない。か

りに調整をするとすれ，ば事実（7）（8）は変わるかも

しれない。とくに事実．（8）において指標乃，P偽で

測ると1977年の貧困水準は1960年忌それに及ば

ないとするステートメントは修正される可能性が

強い。

　最後に，本稿全体を通じて貧困線所得Z．を所与
　　　　　　　　　　　　　　　　ボと仮定し，． l察の焦点をもっぱら貧困の計測問題

にあててきた。この問題は，既述のようにセンの

先駆的業績によって道が切り開かれ，アナンド，

ブラッコビイ・ドナルドソン，タカヤマ等の貢献

を経て，トンおよびチャタラバーティにより一応

の解決をみている。他方，貧困線所得をどのよう

に決めたらよいかという問題は依然として残され

ている。その解明は今後の課題としなければなら

ない。

　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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